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アジア諸国の経済成長と外国援助

マクロ・モデ、ルによる援助効果の測定一一ー
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の震要な原肉として， その必要性は十分認識され

ているが， それが援助受取国にどのような経済効

果を及ぼすかという研究はきわめて少ない。そこ

で， とくに東南アジアの発展途上にある諸国につ

いて， 以下のような援助効果に闘するモデル分析

を試みた。

との研究の課題は，次の3点である。

(I) rジア諸国がそれぞれの経済計耐の目標を

達成するために要する外国接助必要額の予測。

(2) 各国の過去と将来の外国援助への依存度の

計測。

(3) 援助効果の測定。

なお，この分析は， 4イ）マクロ・モデルによる計

今日， J西側先進諸国（DAC加盟国）から発展途上 最分析であること，（ロ）援助受取闇側についての経

国へ年間約100億ドIレの経済援助がなされている 済分析であることを特徴とする。対象国としては，

悩 1）。この額は，発展途上国の総投資額のおよそ 統計資料その他の制約から，東南アジアの9カ国

4分の lに当たると推計され， H.B.チェネリ一 一一ピルマ，モイロン，台湾，インド，韓国，マ

らの指摘をまつまでもなく，「発展途上国の経済発 レーシア，パキスタン，フィリピン， タイーーを

展は，おもに外国資源（資金〉の利用可能性いかん 選んだ。

にかかっている」位2）ということができょう。 との種の分析に対する評価は， けっきょく，そ

先進国の発展途上国に対する経済協力は，一般 こで使われたそデルの性格に依存するので，まず，

に貧困で，停滞的な経詰を白立的成長可能な経済 その某本的なモデルの説明から始める。

へ移行させる原動力として， あるいは成長加速化 れ11) DAC刻現国から発展途上国への資金の流

＊本干高L主，アジア経済研究所合同プロジェタト経済援劫分科会第2小分科会の，昭和41年度における研究成果の

l郊についての紹介である。モデル設定および作業の方向に fル、ては，この分科会の主査である早稲田大学政

経学部講師 渋谷行雄氏のご教示に負うところが大きい。なおくわしくは， アジア経済研究所研究参考資料

134，渋谷行雄編『アジア諸国の経済成長と援助の計量分析』（近刊）第4～7章を参照願いたい。
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Ⅰ　モデルと方法

1967110005.TIF

れは，純額で 1965年102.9億ドル， 1966年98.6億ドル

であハ介。 OECD,Development Assistance Efforts 

and Policies, l.967 Revieτv. 

（注2) H. B. Chenery and A. M. Strout, For・

eig百 Assistanceand Economic Development, AID, 

1965, p. 1. 

I モデルと方法

1. 現実モデ JI,

この研究の常1の目的は， 発展途ト出における

経済成長と外悶援助の巨視的な関連を明らかにす

ることである。そして，それを通じて外国援助の

受取国経済に与える影響を分析することである。

はじめに，各国の現実の経済構造を知るために，

基本的な巨視的経済モデルを想定する。このそデ

ルを各国にあて11め， それぞれの国に応じて官ニF

の修正を施すことにした。このようにして決めら

れた各国のモデルを現実モデル（凹sitivemo<lel）と

呼ぶ（注3）。つぎに，その現実モデソレのうちのある

内生変数に関する構造式を体系からはずし， それ

を政策的ないL外生的に任意に決定できる変数と

したモデlレを考える。 これをここで規範的モデル

(normative model）と呼ぶ。そして，そこで選ばれ

た政策変数に第1表のような各種の条件を与えて

シミュレーシご？ン分析を行なハ各国につヤての

接助効果の測定とその比較を行なおうとするもの

である。

このモデルで使われる経済変数の記号を， 以下

のように定義する（各変数の時間を示す添字tは省略〉。

Y：国民総生産（GNP)

C；総消費

Cp：個人消費支出

Cg：政府支出

s ：国内貯蓄

I：粗投資

K：資本ストック

M：輸入

E：輸出

L：外国資金純流入〈外国援勃〉

N：総人口

t；時間

（各変数の添字（t-1）は前期の値を示す〉

蒸本的モデノレは， つぎのように四つの定義式と

六つの構造方程式から成る。

定義式

Y三c－トS (1) 

L三M-E (2) 

f三 LlK (3) 

C三 Cp十Cu (4) 

生産額数

Y＝αo十α1K十α2N＋αst (5) 

個人消費関数

Cv=f3oトf31Y十ムCv-1十点aN (6) 

政府支出関数

Cu=ru十r1Y十r2Cu-1+rsN (7) 

投資関数

1＝ゐ十九Y十V2L＋δat (8) 

輸入関数

A1＝μ。十111Y+tたL+J1at (9) 

輸出関数

E=J.o寸J.1E1十22t (10) 

このうち，（8）式と（9）式の代用関数としてつぎのも

のを考えておく。

l'=oo’十/J/Y十／）2’K-1

M' =Po'+ μi' C十μ2'I+μa’L
(8)' 

(9)' 

以上の体系において，内生変数は， Y,C, Cp, Cu, 

I, M, E，ム S,Kの合計10個であり，方程式の数

も10本であるから体系は完結しているといえよ

う。そして，先決変数は， Cp-1,Cu-1, E-1, K_1の

3 



1967110006.TIF

遅れをもった4個の内生変数と， λT,t 2個の外生

変数の合計6個からなる。

このモデルの特徴は，外国資金純流入（外国援助）

を（2）式のように貿易ギャップとしてとらえている

ことである。従来， 発展途上国の援助必要額推定

には，ターゲット・アプローチと吸収能力アプロ

ーチの二つの接近方法が考えられてきたが， ここ

ではターグット・アプローチ， すなわち計画巨標ム

達成のために必要な接助額という考え方に基づく

方向をとっている。これには， さらに貯禁一投資

ギャップと輸出一輸入（貿易）ギャップの双方か

ら求める手段があるが， ここでは両者は事後的に

一致するという社会会計の原則にしたがって， 前

記のように貿易ギャッブ③から接近している。この

体系では，上の定義によって求められた援助額が，

投資および輸入に直接影響を与え， それが他の経

済変数に影響を及ぼしていく仕組みになってい

る。

2. 規範的モデル

いま（1）～同式の体系において，たとえば（5）式を

はずして（1）～（4), (6）～（1同式の 9本の関係式から成

る体系を作る。そして，内生変数は，やはり Y，仁

Cv, Ca, I, A1, E, L, S, K の 10簡であるとする。

そうすれば， 体系から決定すべき内生変数の数に

対して式が1本不足することになるので， どれか

一つの内生変数は体系外から決定しなければなら

ない。いわば， 内生変数に対して一つの自由度を

与えるのである。 このように内生変数を政策的に

あるいは外生的に決定しうるようにしたモデ、ルを

ここで規範的モデルという (tと4）。

この任意に決定しうる政策変数について， つぎ

の四つの可能性を考えた。すなわち，（1)GNPの

成長率を所与とした場合，（2）個人消費成長率所与

の場合，（3）投資成長率所与の場合，（4）外国資金純

4 

流入所与の場合である。そして，それぞれに種々

の仮定を設けて，第1表に示した 16ケースのシミ

ュレーションを行なう予定であった。実際には，

時間的・経済的制約により， そのうちの6ケース

一一一第1表のコラム（1), (3), (10), (11), (12), (16）一一ー

だけを試算したので，ここでは， それに該当する

GNP成長率所与と援助所与の二つの場合の解説を

行なうことにする。

(1) GNP成長率所与の場合。この場合 t時点の

GNP, Y1が与えられると，（別式からじゅ（7）式か

ら C＼がそれぞれ決定され，また，（2), (9), (1跡式

を連立で解くことによって， 1'1,E, Lが決めら

れ，その Lと（8）式から Iが決定される。この場

合の J,の推計は，つぎのように考えられる。

L::=:A1-E 

=(rio＋内Y十円L十／！:it)

一（ん＋んE1十九t)

したがって，

L=1~11~ ！（110一Aρ＋ ri
(11) 

とj交わされる（Yのパ一l土既決を惹、味する）0 

一方，貯者一投資ギャップからも Lの推計は可

能である。

L三 1-S

＝占。＋r¥Y十九L十五at一（Y-C)

したがって，

L=  l -{110一（l-o1)Y+C十oat}
l-62 

(1訪

(13) 

となる。理論的には，（11）式と（13）は一致するはずで、

ある。したがって，各国の GNP計画成長率が与

えられると， その目標を達成するために必要とさ

れる援助額が計測できるわけである。

(2）外国援助額所与の場合。予測期中のLについ

ての見通しがついた場合，まず，外生変数だけに
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よって決められる Eと（2）式を月J'v、て λfが決めら

れ，それを（別式に代入して γを決恥（6),(7), (8）式

から Ci,,C市川Iがそれぞれ決定される。このGNPの

決定は，つぎのようにして行なわれる。（9）式から，

Y=), (:¥ 

とするか，あとパ、il, (3), 15), (8）式を用いて，

Y=l -~, 1a1 { 

十（凸，aa-ト舟i)t) (15 ） 

のいずれかの方法による。したがって，外国援助

打切りの場合とか， 過去の受入実績をそのまま将

来も見込んだ場合とか，援助に関する各種の条件

によって， それが成長に及ぼす影響を測定できる

ようになっている。

3. 推定方法と資料

上述の基本モデ、ノレは， 10個の内生変数と61毘の

先決変数と 10本の式から成る連、工方程式体系であ

り， それそれの倍造方程式にその説明変数として

内生変数が含まれている。そこで， 構造方程式の

パラメーター推計にあたって， よく知られている

ような庇J去最小二乗法の問題を 1,iJ避する必要があ

り， ここではその問題の一つを避けるために考東

された二段階最小ご．乗法を適用すみことにしたG

各国のモテ、ルおよび構造ノ；ラメーター推定には

分析の対象となゥたアジア 9カ同の副長所得統計

が用u、られたい5）。まず，現地政府発去の資料を，

各種デフレーターを使って1963年価格（現地価賂）

表示の勘定去を作 I），さらに， I司際比較の使を考

えて1963年公定為替レート（sellingrate）によるus

ドル換算を行なった。デフレークーや為替レート

の扱い方に問題がないわけではなし、が，とにかく，

この報告書の金額はすべて上の資料に基づく 1963

年仙協でのusドル表示になっている。

つぎに， 生産関数（5）式の推定に用いられた資料

の諸問題に触れておく必要があろう。一般の生産

関数では， 説明変数として資本ストックと労働力

を使っているが，対象国についてこれらのデータ

が得られなかったため， つぎの方法でそれに代わ

る資料を作成して用いた。資本ストックは，通常

行なわれる資本係数の概念を用いて，

KoニkYu (1母

（ここで払：初期資本ストック， k：過去の平均資本

紙数， Yu：初期GNP)

によってまず初期資本ストックを求めた。この資

本係数は，観察期間を通じての平均，

T 

1: Ii , .:JK . 
，，＿一一－ 1=1 

九－.::IY-Yr-Yo 極力

として計算されている。ほとんどの国で，初年度

は1950年， T（最終）期は1964年か1965年になヮて

いる。そして，各年の資本ストックは，

K,=Ko十 2:Ii (1母

で計算された。また，この資本ストックはグロス

であって， 減価償却の考慮がなされていないこと

にも注意を要する。もう一つの説明変数である労

i働力は，就業労働者に関する統計が得られないた

め， ここでは総人口が使われた。したがって，一

般の生産関数とは多少意味の異なったものになっ

ている。

（口： 3) 各国の現実モデんは，前掲『アジア諮問の

経済成長と援助の計量分析』第5寧参照。

（注4) このような規範的モデんは，たとえば、 s.
Chakravarty，“The Mathematical Framework of the 

Third Five Year Plan”， in P. N. Rosenstein-Rod田l

ed., Capital Formation and Economic Develoj>ment, 

1964，こもみられる。

（注5) 原資料名，デフレーター，加工度その他に

ついては，経済成長言語査部山下手紙『アジア諮問の国民

所得統ρ11950～1965』アジア経済研究所所内資料（1967

"I'-1月〉を参照阪いたい。

ラ
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（出所〕 (1）経済成長調査部山下緩『Yジア諸同の同民所符統計一1950～65』，アジr経済研究所所内資料。（立）各国
の今次経済計商書。（3)0ECD,Geographical Distribution of Financial Flo山 toLess I >eve/oped C’OU珂－
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Cp二（η を想定して算定したもの。

6 



Ⅱ　分析結果
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E 分析結果

1. 計算結果の国別比較

この研究では， 前掲第1表の事例のうち，次の

6ケース山川算作業を行たった。

ケース l（第I表仮;i:’A・コラム 1)

予測期間（1964～70年）について GNP成長率、

所伝！との場合の成長率は， 1%0～64年GNP

実績成長率。

ケース 2（第1表仮定A・コラム3〕

予測期間について GNP成長率所与。成長率

t土，各国の今次計阿成長率。

ケース：1〔第1表仮定D・コラム10)

予測期間中，外国資金借入れ（外国援助受入れ）

ゼロ。

ケース〆IC第1表仮定D・ コラム11)

援助兎入れが， 過去の受入実績の年平均額を

毎年コンスタントに期待できる場合。

ケースら（第1表仮定D・コラム12〕

援助受入れの仮定が，毎年ケース 4の5%増

の場合。

ケース 6C第1表仮定D・コラム16〕

1950 年以降援助受入れがなかった場介の1964

年までの予測。

以上の各事例を各国別にシミュレーション分析

した結果は， 第2表に示したとおりである。コラ

ム（1）には予測lの基準年（1964年） GNPが，コラム

(2）には1970年予測 GNPが，またコラム（3）にはそ

の年平均成長率が， それぞれ国別，ケース別に示

されて1,勺。ここで， 人口が過去の趨勢成長率で

伸びると号えて， 1人当たり GNPをJ十算してみ

た。それに対応するものが，コラム（4), (5), (6）で

ある。

分析結果から得られる国別インプリケーシ自ン

は，前掲の報告書をみていただくことにして，こ

こでは9カ回全体としての結果に触れておきた

い。アジア諸国の1人当たり GNP平均は，第2

浪のように1964年実績で 100.5わレであった。そ

れが過去の趨勢（人口も過去の趨勢）で仲びるとす

れば（ケース 1), 1970年には110.8ドルとなり，年

平均成長率でみて1.6%ということになる。 GNP 

成長率が各国の計画どおり達成されたとすれば

（ケース2); 1970年の1人当たりGNPは平均127.6

ドノレとなって年平均4.1%の成長率達成になる。

現実趨勢よりかなり高い成長率といえよう。

ここで留意しなければならないのは， ケース 3

の援助打切りの場合である。 GNPそのものは，な

お年率1%の成長率を達成できるが， 人口成長率

を加味した1人当たり GNPでは， 1970年に93.6

ド／レとなって 1964年実績水準よりも下落してしま

う（年成長率はマイナス1.2%）。また，過去 5年間

(19印～64年〕の嬢助受入実績の平均額を予測期間

中毎年コンスタントに受け入れたとしても（ケース

4），やはり， l人当たり GNPは下落して97.6ド

ルになるという結果になった。 1950年以降嬢助受

入れがなかった場合（ケース6), 1人当たり GNP

(i, 1964年には実積の100.5ドルに対して 88.4ド

ルにしかなっていなかったことも特筆に値するこ

とであろう。ただし，このケース 6の初年度は各

国ごとに異なっているので， そのことをさらに考

慮して評価する必要がある。

2. 1970年におけるアジア9カ国の援助必聾額

アジアの発膿途上国9カ国について，前述の規

範的モデルによる 1970年度の援助必要額の推計結

果ほ第3表のとおりである。ここでは二つの推

計，すなわち（1）各国の過去の GNP趨勢成長率を

維持するために必要な援助額（ケース 1）と，（2）各

ア
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（注） (1) ケース 1…GNPが過去の趨勢で成長する場合
か 2…GNPが計画成長本で成長する場合
グ 3…1965年以降援助打切りの場合
が 4…援助受取実績（1960～64年）年平均額が毎年受け入れられた場合
， 5…ケース 4の年ζギ5%増の援助額が受け入れられた場A-
グ 6…1950年以降岐tli:Jゼロの場会

(2) ケース6の第1, 4械は汁主主催，第3, 6繊の成長率は1950～64年平均

国の計画成長率達成のための必要援助額（ケース

2）の推計がなされた。

これによると，各国が GNP趨勢成長率を維持

するためには， 1970年において必要輸入額は 9カ

国合計で約143億2000万usドルになり，輸出が過去

のトレンドでしか伸びたし、とすれば1970年に85億

7000万ドルとなるので， したがうて 9カ国合わせ

ておよそ57億5000万ドルの外出資金｛昔入れ（または

外国援助〉が必要となる。

また，各国の経済計画でうたわれている計画成

長率を実現するためには同じく 1970年の必要輸入

額は， 9カ国合わせて 165億3000万 Fiレになり予

想される輸出額が85億7000万ドルで前ケースと変

わらないとすれば， 1970年にi工9カIJ'-l合計で79億

60似）万ドルもの外国資金借入れ〔あるいは援効）が

必要ということになる。

DAC加盟国から発展途上国への援助実績は，

1965年に102億8810万わレであった（注6）。そのうち

ここでとりあげたアジア9カ国への資金の流れ

は，せいぜい20億ドル足らずであった注7）。OECD

の経済政策委員会による先進諸国経済の1965～70

年見通しでは，全体のGNP成長率が年平均4.6%

となっているので位以これら諸国が発展途上国

へ「国民所得の 1%援助」を実行するとすれば，

1970年の予想援助供与額は125億ドル程度になる。

そのうち， アジア9カ国が5分の1のシェアを占

めるとすれば， 1970年の外国資金流入は約25億ド

ルということになる。第1表のようにアジア9カ

国が実績成長率を維持するために饗する推計援助

額が57億5000万ドル，計画成長率の場合が79億

6000万ドルであることと比較すれば， 援助’＇~i°i要額

が供l壬二予想額を大幅に上回ってし、る。 この両者の

大きなギャップは，援助の定議の相違 (i¥'9）を割引

いて考えたとしても供与資金の最適配分の重要性

および受取国側の自助努力の必要性などを示唆し

ていると解釈できょう。

ここで， 上の結果から日本の対外援助について

ふれてみたし、。日本の対外援助実績は，じNCTAD

や DACならびに，アジアを中心とする発展途上

！甘からの要請， それに日本国内における援助供与

の藍要性の認識などによって，いわゆる「国民所

得の 1%援助」への努力がなされ，年々増大の傾

向にある。しかし， 1965年実績の4億8000万ド／レ

から，昨1966年度は約5億4000万ドノレの按助供与

実績はTIU）をあげたものの，アジア諸国全体の援助

需要にはとうてい応じきれるものではなかった。

日本の1966年国民所得は，推計で約780信、ドノレであ

り，これが今次の「経済社会発展計画Jによる実

質GN P年平均成長率と同じ 8.2%で伸びるとす

9 
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9カ国合計

外！可援助（資金借入れ）と経済成長との関採を，

アジア各国について「援助依存度」という角度か

つまら評価してみるのがここでのねらいである。

り（1）アジア諸闘が過去に接助を受け入れていなけ

まれば，現在の経済水準はいかほどであったか，

れば1970年の国民T3rl十倍11）は約1070ftドルをな

る。わが国が， 1970年にその 1%の対外援助供与

を達成したとしてι，それt士約10億70的万ドルで，
アジア各国援助の需要に占めるわが閣のシェアは

たおかたり低いものといわねtまならない。しかも，

さきの援助需要額57億5000万ドル（ケース 1〕79

a 

た（2）今後，援助打切りという事態が生じた場合に

各国経済がどの程度の打撃を蒙るかを1人当たり

GNPの成長率を手掛りにして評価してみたい。

インドネシアな億6000万ドノレ（ケース 2）には，

わがどが含まれていないととを考え合わせると，

「援助依存度係数」つぎのこの評価のために，限られた資金をより有効に使う方向悶としては，

をJ皆、定する。

過去の援助依存度係数， ＜h）
 
l
 
（
 

の援助政策が望まれるわけである。

各国経済の援助依存度

10 

a 3.4 
b 6.0 

汁、｜れ 7.2
,., 1 b 7.0 

ドi a 2.4 
I h 5.5 

函 1 a s.6 

-I ~r1 
7 レーシマ

パキスタン

3. 
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tニ ro ハ…・ 0 a・・・・・ 1 .............…・・・（19)
ro 

ro: 1人当fこり GNP実績成長率（l9SO～

64年について）

,.6：過去に援助がたかった土仮定した場

合の 1人当たり GNP成長率（注12)

（メrーヌ（iの成長不で1950～64年に／〉い

て〉

発展述上国の過去の経済成i正実績を，外［ElJl助

による効果をも含んだ結果とみる。 したがって，

Cro一月jiーし過去の援助l人当たり GNP成長率iこ

対する賞献度のーっしり尺度と解される。その陽子子，

披助の貢献度か同じ2%であってもro（実績成長率）

が10叫：，（｝）国と 2%のi司では国民経済に与える影響

力iかなり違うはずであるので，これを刊で割った

( 1)式を汚えてみたわ村である川13）。

(2) 将来の披助依存度係数， ＜h

内＝ r1 rs …－……－……・ー……ー仰）
r1 

「1: l人当たりGNP実，漬成長本｛ケースl=

1965～70年について〉

rs: 1965年以降援助打切りと仮定し／二場

合の1人当たり GNP成長率（ケース

:3 =1965～70年について）

これまでの実績はそのままにして， 1965年以降

援助打切りとしづ事態を想定して（ケース 3），実

横成長率の場什（ケース 1）との比較でゆ1c同様
に評価してみた。

以上， 過去と将来についての援助依存度係数は

第4表のとおりである。その結果に基づいて，便

宜上孜の三つの基準を設けてアジアi'tl:klを評価し

てみた。

この，，干価では， 発展段階の異なる｜ム（7:の援助依

存の意味の相違までは考慮されていなし、。これは

アジア各国の経済成長が，貿易ギヤソアの補填額

！評 価 基 準！との基準に
該当する国

i依存度極めて大 ｜イ ン ド
A i依存度係数がφ＞I 1パキスタン
I I－.：？レーシア

i依存度が中位 ！ピ／レマ
Bi依存度係数ポ1よりと0.2 lセイロン
I iフィリピン
｜ ｜タイ

i詰存時j、 ｜台 湾cl媛助かなくても自立的成長が可能と｜
I f袴えられる鴎 I I？はゼロの近傍ゆく0.2 ！韓 国

としてみた援助にどれほど依存していたか， ある

いは依存しているかをみる指標にすぎない。たと

えば， Aグルーフ。のインドとマレーシアとを比較

してみても，前者は1人当たり GNPが90わレで

あり，後者怯 300ドルである。また， 両国の経済

開発の方向も異なり，援助依存の意味はかなり違

っているはずである。

ともかく， 過去と将来の援助依存度を比較して

みて，インド，パキスタンのように依然として依

存度は高く， しかも低迷してし、るIJ4に対して，韓

国のように，過去の商依存度から，いまや自立的

発展の段階にさしかかったと考えられる国，また，

マレ｝シアのように，過去の低依存度から，新し

い開発のために将来依存度を高めようとしている

国などが識別されたことは，大変興味深い。

4. f麦劫効呆の測定

次に，発展途上国の経済成長と援助に関係し

て， とくに援助供与国側が興味をもっ， 受取国J.llj

の援助の経済効率について考えてみたい。芭視的

な援助効果の測定については， これまでたとえば

チェネリー＝ストラウトが試みた援助の限界生産

力位14）という考え方や，援助の弾力性といった考

え方などがあった。

今回の6ケースの規範的モデルによるシミュレ

ーション分析は， との種の援助効果測定の考え方

I I 
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〈注1) (1) 1.ピルマ（1950～1963) 2.台湾（1951～1963) 3.インド（1950～1960) 4.韓国（1953～1965) 5. 
マレーシア（1955～1963) 6幽バキスタン（1959～1964) 7.タイ（1957～1964)
(2）評価基準 A・・,¥> 1 B・・・ l 丞手~0.2 C…ゆく0.2

に治った一つの試算である。ととでは前出のケー れるととを示している。それに反して，イン！？，

ス－1C予測期！日jにつU、て過去の実様、ド均の援め受入れが パキスタンは，それぞれの.6,0.4で，援助分の半

ある場合）とケース 5C予期期間についてケース4で考 分ぐらいしか GNP増加に質献しないことが示さ

えられる受入額が年々 5＇）｛，ずつ路加する場合 1を中心 れている。

にして， 対アジア援助の各国別の経済効率につい

ての一つの円安を立てるのがここでのわ「パ、であ

る。

まず，ケース 4について， 累積援助額の生産力

Pとして，
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Y410；ケース 4の1970年予測GNP

Y¥5：ケース 4の1965年予測GNP

ユ＇L4：ケース 4の累積援助額

をとってみた。これは， GNP増分をすべて累積援

助額で説明しようとする考え方に基づくものであ

るが，援助効果測定の一つの尺度にはなると思う。

その結果は，第5表のとおりである。

それによると， いま工業化をおし進めていると

考えられるマレーシア， フィリピン，タイの3国

は，その生産力Pカ：3以上，つまり， 累積援助の

1単位がその3倍以上の GNP増加となって現わ
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第5袋累積援助額の生産カ (I)

｜蹴年 J 1例年 IGNPj喜助霊i援助立
国名 JGNP＇引JGNPl糟分I10 I牛./v!J
I y帥 lY,o I LIY I f/ I l'L 
1100元ド1v;1007¥ドノレ100万戸7レJOO万わ「

ピルマI1,110.s: 2,116.0: 405.51 225.41 1.so 
セイ口ンI1,565.71 1,819.91 254.21 87 .61 2. 90 
台湾I2,203.51 3,381.111,111.6[ 590.sf 1.99 
イン 1:139,160.4:43,066.0', 3,905.61 6,085.81 0.出

韓 IJJI 4,472.51 6,040.日1,567.Si 1, 151.0J 1. 3G 
マレーシアI2,.307.31 2,812.0i 504.71 133.71 3.77 
パキスタンIs,864.31 9,851.11 986.81 2,332.81 o.42 
フィリピンI4,574.415,775.611,201.21 265.21 4.53 
タ イI3,699.81 4,706.却 し006.51 261.61 3.85 

Ci主〉 (1）第1表ケース 4の結果からの試算。
(2）ピノレ7，台湾，インド，マレーシアは， Y,L, 
とも初年度は1964年。韓国は1966年。

いま一つの考え方として，援助の弾力性守をとっ

てみる。すなわち

L1Y5 ,JJ 5 
丹江 y,7~／日0 ・..... .... ・(22) 

.dY：ここでは，第2表ケース4の GNP

増分（1965～70年〉
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（注） (1）第1表ケース5の結果からの試算。
i:'Jイン FはY,Lともに初年度比1961年。ピJ¥rf, f,汚，マレーシアは1964年。緯国は［966年。

JU・・・ (1965～70年〕援助額増分 5. 韓合的評価

い，o,L"co…それぞれの1970年の値 これまで、の三つの指標一一援助依存度，累積援

その結果は，第6表のごとく，すでに自立的発 助額の生産力および援助の弾力性一ーから， アジ

展の段階に違したか， あるいはそれに近いと考え ア9カ国を大雑把に四つのグループに分けること

られる韓同（1.51），台湾（1.37）ぷ高く，イン が可能と思われたので，第7表のようにまとめて

ド，パキスタンはその値が0.5～0.6でやはり最も みた。

非弾力的な闇になっている。表のように，アジア これによると，①一応自立的経済発展の条件が

9カ固に援助の弾力作が高い国か人！樹立をつけて 揃h 援助効果も高b、第1ク。ループ。として，台湾，

みると，①韓国、②台湾，＠タイ（以上 ＇：が1以上 韓国が考えられ，②第2グループには，経済開発

で弾力的〉④フィリピン，⑤マレ｝シア，⑥ピル のために外国援助への依存を高めるが，他方国民

マ，⑦セfロン，⑧メキスタン，⑨インドの舶に の日助努力活期待できて援助効果を高める国とし

なった。 て，マレーさ／ア，フィリピン，タイがこれに属し，

童書 7表 対アゾア各国の暖助効率に潤する総合的評悩

I I』弁書割援助｜累積援助｜援助の｜
グルーオ｜司 名 k'i'rsドル）！依存度！の生匂カj弾力性［ 評 価
I r 1964 I <h I P I可｜

1 1台 叶 rn2.2I パ 1川 1.3s I援助練仰が援助受入れがなくても位的成長
韓 国 1 142 .1 1 o 1 1. 36 1. sz Iは可能である。

2 I；汀ぷI1~g:~ I fg~ I t~~ I g:~~ I鰭？のため同国資金への依存向く，援助効果
lタイ I121.5 I 0.80 I 3.85 I 1.01 I 

3 iインド f 90.0 I 6.50 f 0.64 f 0.57 I関発展のため山繍の外国齢を要するが援
パキスクシ I94.9 1 1.97 I 0.42 I 0.58 I 果は低い。

｜み マI73.5 i o.43 I 1.so 0.10 Iこれらの国についてのモデル分析のは思わしくな
そ哨ドィロンB6.4 I 0.2:i I ~問 。.63I私立！？依存が小で援助効果くな山、ぅ

13 
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③第3クツレ｝プには， 経済発展のためになお多額

の外悶資金を要するが， 援助効果とし、う面で悲観

的な同として，インド， パキスケンがはいる。④

ビソレマ，セイロンは， 種々の事情で分析結果が思

わしくないので,Jljにまとめた。

以上， 巨視的な経済指標による接助効果の測定

について，援助依存度，捜助の生産力および援助

の弾力性という角度から検討してみたが， これら

の結果ほ対アジア援助の各！JJJJ!J経済効率に関する

ーコの目安になるものと足、われる。

6. 今後に蔑された問題

この分析に使われたモデルは， 非常に単純なマ

クロ・モデルになっている。これは，おもにアジ

ア各国を同じレベルで考えようとする場合の資料

的制約によるところが大きく， その他時間的制約

ぺ・{1主能力lこも制約があ J yた。援助の概念につい

とも， ヤはり実証の段階で， はじめの意図からか

なり後退してしまった。 一二のモデノレでは，外国援

助は， さきにも触れたように，貿易ギャップとし

ての外国資金借入れという意味になっていて， そ

れの経済各変数に与える効果の分析になってい

る これについては， ほかに政府民間の区別や援

助形態~lj－贈与， タイ！ご・ローンラアンタイド・

口~－＞ーーの効果分析たどの方 1,1] h・考えられた

が，やi土り，資料面の；h!J約ムれそれムの区別とマ

クロ・モデルとの接合の困難さから， 今回の作業

では考慮されなかった他国。

捜助の形態だけでなく，援助の産業別配分の効

県分析もまた興味あるととろであったが，産業連

mi 去が刈用可能な国はご〈限られてL、るので，多

郎門モデ1レの試みも， 今iりはあきらめざるをえな

かった。

また， おそらくこの点が援助モデルとして最大

の欠陥であろうと思われるが，動学的側面が考慮

14 

の外におかれたということである。つ玄り，この

シミュレーション分析では， 過去の経済構造が，

予測のけ象期間中不変である場合， といった仮定

のもとで行なわれているが， 外国からの経済援助

が受入閣の経済構造なり社会全体の技術などを積

極的に変えていくことこそ重要な側面であると考

え人わるので， 本モデルの適用範囲は，非常に限

られノた，また，不満足なものといわざるをえない。

今後，資料面の整舗とともに， こうした方向のモ

デルの!Jll発が望まれるわけである。

( Ii:岨6) 前掲（it1）のOECD資料。

(11:7) 1960～64年実績の年平均は， 9カ閤合計で

17億3開。万ドノレ。OECD,Geographical Distribution 

of Financial Flοws to Less Developed Countrie！人

1.960～1964. 

( Ii R〕 OECD,Economic Growth 7960～70-A 

,Hiィf・ Dem de Re,,iew of Prospe, ts, 1967. 

( /I 9) 木モデノレの祷劫必要'/(ITit 'f{ J.J, fャップとし

＼山WIぞあるが，供与予想績はわAC定義に上る。

(tUO) riiJ渇（注 1）のOECD資料。

1966年度［］本の対外機助実績は，国民所得の0.69%。

0Ul) 要索費用による国民純生産。

（討：12) 成長$rの添字は汁算各事例を示す。第2

炎参照のこと。

(i'l!乃） 仇を（1-rs/ro）と考えれ；f，あとの広準A

( i, 1,; l tl. L）は， 1人当たり GNP成長率がプラスか

「1 、ィーYスに転落していたこと；；.・示す。

( il l4) TT. B. Chenery and A. l'vl. Strout, Fo何 ign

11ssista町・eand Eco舟omicDeτ1elop111ent, ATD, June 

1965. 

(IU5) この分野の研究として，何度は違うが， G

Ohlinの研究がある。それは，機会費用の考えに基づ

き，媛助資金の利子率，返済期が与えられたときに

c; rant円ement（日目与要素）がどれほどかを試算したも

c, Cあ？，,, C. Ohlin, Forign Aid I'olicies Recon-

side red，。ECD,1966, pp. 101～112. 
（経済成長長時査fl!i)
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